
大学技術職員に関する政策提言

持続可能な大学の研究体制維持・向上に向けて

一般社団法人 研究基盤協議会



提言１：役割の明確化と質の保証 提言2：魅力あるキャリアパスの構築 提言3：流動性システムの制度化

２）人材活用：「技術職員のキャリアパス構築と流動性システムの制度化」

日本の研究力の向上と若手研究者の総合支援のために技術職員が必要不可欠。
技術職員を魅力ある専門職とするため、キャリアパスの明確化と全国的な活躍の場を構築する改革を提言します。

役割と責任を
明確に定義する

所属機関を問わず、
技術職員が活躍できる
仕組みを整備します。

全国統一の
資格認定制度を
確立する

技術力を客観的に
評価し、待遇を決定
する基準を設けます。

明確なキャリアパスで
社会的地位を
向上させる

研究者や民間技術者
からの転入も促進
します。

管理職への道を拓く

組織をマネジメントする
人材を技術職員の中から
育成します。

柔軟な人事制度で
組織を活性化させる

技術職員の活躍の場を
拡大し、キャリアアップを
支援します。

多様な流動化の具体例

在籍出向 人事交流 クロアポ

研究基盤EXPO2024
第3回研究基盤協議会

シンポジウム
研究基盤協議会
政策提言委員会

https://www.jcore2023.jp/activities/committee/commit-2/
https://www.jcore2023.jp/activities/committee/commit-2/


我が国の研究基盤を支える
 「技術職員制度」の改革が急務

現状 本提言 目指す未来

大学の研究活動の根幹を
支える技術職員制度が構
造的な課題に直面してい
ます。 このままでは、研究
現場の疲弊と日本の国際
競争力の低下は避けられ
ません。

技術職員がその能力を最
大限に発揮できる強靭な
「研究基盤エコシステム」を
構築し、 我が国の科学技
術力の持続的発展を実現
します。

役割の明確化、 組織の強
化、 キャリアの改革、 人材
の流動化、 そして国の支
援という「5つの柱」からな
る包括的な改革案を提言
します。



会員機関における
  技術職員の退職・採用状況
• 回答数（21機関）

• 国立大学 17校

• 公立大学 2校

• 私立大学 2校

• 総人数 1683名→1583名
• 補充率 54%（平均）

• 減少率 5.94%

• 試験採用と選考採用が混在

• 詳細な実態の解明が困難

• 担当者の声
• 人材確保が困難（特に情報系）
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国立大学法人等職員統一採用試験
   の状況（技術系総計）

※技術系…施設系技術職員＆教育研究系技術職員
※7地区（北海道、東北、関東甲信越、東海・北陸、近畿、中国・四国、九州）
※分野（電気、機械、土木、建築、化学、物理、電子・情報、資源工学、農学、林学、生物・生命）

提供元：関東甲信越地区国立大学法人等職員採用試験事務室
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国立大学法人等職員統一採用試験
の状況（事務系総計）
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※事務系…事務＆図書系職員
※7地区（北海道、東北、関東甲信越、東海・北陸、近畿、中国・四国、九州） 提供元：関東甲信越地区国立大学法人等職員採用試験事務室

10年間で
40％に減少



2026年卒の採用充足率について
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技術職員制度の4つの構造的課題

1．曖昧な役割と評価

法的な位置付けが不明確な
ため専門性が可視化されず、
貢献が正当に評価されない。
結果として優秀な人材の確
保が困難になっている。

3．閉ざされたキャリア

高度な専門技術が昇進や処
遇に結びつかず、管理職に
なる以外のキャリアパスが
無い。専門家としての成長
意欲を削いでいる。

2．硬直化した組織

技術職員が各部署に分散し、
全学的な戦略に基づいた人
材配置や育成が出来ていな
い。組織としての力が発揮
されていない。

4．技術継承の断絶

人材の流動性が低いため、
業務が属人化し、組織的な
技術・ノウハウの蓄積と継承
が断絶している。



5つの改革の柱で築く、
 強靭な研究基盤エコシステム

役割の明確化と
社会的認知度の

向上

独立した
全学規模の
組織設置

国による
制度的・財政的

支援

処遇・評価・
キャリア制度の

改革

全国的な
人材流動化と
技術共有



本提言が実現する、
 3つのレベルでの具体的成果

 地位の確立と社会的認知
度の向上

 明確なキャリアパスとモチ
ベーション向上

 専門能力の継続的な開発

 大学間連携の深化と技術
力の平準化・高度化

 研究基盤全体の質と国際
競争力の向上

 持続的な科学技術立国の
基盤確立

 技術リソースの戦略的・最
適配置

 研究・教育支援の質向上と
業務効率化

 円滑な技術継承



技術職員の人事制度に関する
ガイドラインについて（文部科学省）
科学技術・学術審議会 人材委員会
科学技術人材多様化WG
令和７年12月19日
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu10/007/index.html

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu10/007/giji_list/index.htm
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu10/007/giji_list/index.htm


ガイドライン（素案）と政策提言（案）

改革における将来ビジョンの一致

大学技術職員の改革：二つのアプローチ

文部科学省
ガイドライン（素案）

研究基盤協議会
政策提言（案）

（国への外部改革提言ルート）（大学による内部改革ルート）

共通の最終目標

我が国の研究力強化と、
持続可能な研究基盤エコシステムの構築

内側からの「運用の改善」 外側からの「制度の変革」

現行制度の枠内で、大学が自主的に
取組むための実務的な手引き

根本的な課題解決のため、国に
法改正や財政支援を求める提言

一致する改革の方向性

実行主体は「大学経営層」 実行主体は「国（政府）」

自ら資金を確保し、市場価値に応じた
柔軟な給与体系などを工夫する。

技術職員を法的に専門職と位置付け、
新しい給与体系の創設を求める。

研究の「補助者」ではなく、
研究開発を担う「パートナー」

と位置付ける。

管理職だけでなく、技術を
極める専門職としての

キャリアコースを整備する。

学部ごとの分散配置をやめ、
全学的な技術部門を設置し
ガバナンスを強化する。

高度専門職としての再定義 キャリアパスの複線化組織の一元化



今こそ、未来への投資を。

我が国の研究基盤を再設計し、
世界をリードする科学技術力
を取り戻すための好機は、今し
かありません。

技術職員という「知のインフラ」
を支える専門家たちに力を与
えることは、日本の未来そのも
のに力を与えることです。

この不可欠な改革を実現する
ため、皆様の力強いご支援と
ご協力をお願い申し上げます。
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